
米国情報 

 
1 

 

●日本弁理士会 国際活動センターからのお知らせ 

【米国情報】 

2022年 10月 14日 

担当：米州部 川崎 茂雄 

 

標準必須特許を部品サプライヤにライセンスしなくても、自動車メーカにライセンスすれ

ば、反トラスト法違反にならないと判断した控訴審判決の紹介 

Continental Automotive Systems, Incorporated v. Avanci, L.L.C., et al. 

判決日     2022年 2月 28日1 

判決日（再審） 2022年 6月 21日2 

 

１．事案の概要 

 自動車部品サプライヤの Continental が TCL3（Telematics Control Unit）を製造するため、２

Ｇ，３Ｇ，４Ｇ接続規格に係る標準必須特許（SEP：Standard Essential Patents）のライセンスを

求めたが、該 SEP を管理する Avanci はサプライチェーン下流の自動車メーカ（OEM：Original 

Equipment Manufacturers）にのみライセンスを認めた。Continentalが Avanci等に対して SEP

のライセンスを求めた事件の控訴審。 

 控訴審では Continental に原告適格性がないことを理由として訴えを却下するよう地裁に差し戻

されたが、再審理の結果、原告適格性ではなく、反トラスト法（独占禁止法）における請求を述べて

おらず被害もないとして、地裁判決が支持されて Continentalの訴えが再び却下された。 

 

２．当事者 

原告（控訴人）： 

Continental Automotive Systems, Incorporated（自動車部品サプライヤ） 

 

被告（被控訴人） 

①ライセンス代理人： 

(1)Avanci, L.L.C.; (2)Avanci Platform International Limited 

 自動車のセルラー標準に組み込まれた SEP のプールのライセンス代理人として活動してお

り、デバイスごとの定額料金（～'22/8/31：＄15/台、'22/9/1～：$20/台4）で、コネクテ

ッドカー向けの「ワンストップライセンス」を提供している 

 

②SEPホルダー： 

 欧州電気通信標準化機構（ETSI）、電気通信工業会（TIA）及び電気通信標準化連合（ATIS）

を含む SSOにより設定された 2G,3G及び 4G接続規格に含まれる SEPを有する。 

 
1 https://law.justia.com/cases/federal/appellate-courts/ca5/20-11032/20-11032-2022-02-28.html 
2 https://www.ca5.uscourts.gov/opinions/unpub/20/20-11032.0.pdf 
3 テレマティクス制御ユニット：コネクテッドカーをモバイル環境に接続するための部品 
4 https://www.avanci.com/2022/07/12/avanci-4g-rate-for-new-licenses-to-increase-from-september-

1-2022/ 

https://law.justia.com/cases/federal/appellate-courts/ca5/20-11032/20-11032-2022-02-28.html
https://www.ca5.uscourts.gov/opinions/unpub/20/20-11032.0.pdf
https://www.avanci.com/2022/07/12/avanci-4g-rate-for-new-licenses-to-increase-from-september-1-2022/
https://www.avanci.com/2022/07/12/avanci-4g-rate-for-new-licenses-to-increase-from-september-1-2022/
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(3)Nokia Corporation; (4)Nokia of America Corporation; (5)Nokia Solutions and 

Networks U.S. L.L.C.; (6)Nokia Solutions and Networks Oy; (7)Nokia Technologies Oy; 

(8)Conversant Wireless Licensing SARL; (9)Optis UP Holdings, L.L.C.; (10)Optis 

Cellular Technology, L.L.C.; (11)Optis Wireless Technology, L.L.C.; (12)Sharp 

Corporation 

 

３．当事者の相関図 

 
※TCUの部品単価：$100程度 

※特許補償：第三者の特許を侵害する部品を購入して権利行使等の損失を受けた者が 

         部品サプライヤに対して損失の補償を求める契約 

 

４．SEPについて 

 標準規格の実施に必須とされる特許。標準規格は、標準化団体（SSO：Standard Setting 

Organization）により設定される。SSO は、そのメンバが遵守しなければならない知的財産権ポリ

シー（IPRポリシー：Intellectual Property Right Policy）を有している。 

 本件における SSOの IPRポリシーは「FRAND条件（Fair, Reasonable And Non-Discriminatory 

terms：公正、妥当、無差別的な条件）で、標準規格利用者に対して SEPをライセンスすることを約

束する」ことである。 

 

５．SEPホルダーとライセンス代理人 Avanciとの特許ライセンス契約について 

 SEPホルダーは、SEPを標準規格利用者にライセンス許与するための特許ライセンス契約（MLMA：
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Master License Management Agreement）を、ライセンス代理人である Avanciと締結した。 

 MLMAでは、Avanciは、OEMに対してのみライセンスすることができる。 

 一方、MLMAは、SEPホルダーが OEMを超えてサプライヤに FRAND条件で個別に SEPをライ

センスすることを認めている。 

 

５．時系列 

2019/05/10 Continental： Avanci等をカリフォルニア北部地区連邦地裁に提訴 

2019/07/23 Continental： 訴状を修正 

2019/07/31 Avanci等： テキサス北部地区連邦地裁への移送の申立てを提出 

2019/09/13 Continental： 移送の申立てに対する異議申し立てを提出 

2019/12/11 加州北部地区連邦地裁： 移送の申立てを認める 

2020/09/10 テキサス北部地区連邦地裁：判決（Continentalの訴えを却下） 

2020/10/15 Continental： 第５巡回区控訴裁判所に控訴 

2022/02/28 第５巡回区控訴裁判所： 差し戻し（原告適格性なし） 

2022/04/13 Continental： En bancでの再審理の申立て 

2022/06/13 第５巡回区控訴裁判所： 2/28の判決撤回、再審理決定（En bancではない） 

2022/06/21 第５巡回区控訴裁判所： 判決（Continentalの訴えを却下） 

 

６．関連規定 

（１）合衆国憲法第３条について 

 司法権は次の諸事件に及ぶ。すなわち、本憲法、合衆国の法律及び合衆国の権限により締結され、

又は将来締結される条約の下に発生するすべての普通法及び衡平法上の事件。大使その他の外交使節

及び領事に関するすべての事件。海事裁判及び海上管轄に関するすべての事件。合衆国が当事者の一

方である争訟。二つ又はそれ以上の州の間の争訟、一州と他州の市民との間の争訟、異なる州の市民

の間の争訟、異なる諸州の付与に基づく土地の権利を主張する一州の市民間の争訟、並びに一州又は

その市民と、他の国家、外国市民又は外国臣民との間の争訟。（抜粋※仮訳） 

 

（２）反トラスト法（シャーマン法）について（合衆国法典第１５編） 

第１条：取引制限行為 

各州間の又は外国との取引又は通商を制限する全ての契約、トラストその他の形態による結合又は

共謀は、違法であると宣言される。…（抜粋※仮訳） 

第２条：独占化行為 

各州間の又は外国との取引又は通商のいかなる部分を独占化し、独占を企図し、又は独占する目的

をもって他の者と結合・共謀は重罪であるとされる。…（抜粋※仮訳） 

 

７．Continentalの訴え 

（１）契約不履行（Breach of Contract） 

 被告は、SEPを、Continental等の部品サプライヤ直接にライセンスすることを拒否して、その代

りに OEMのみにライセンスしており、SSOに対する義務に反している。 
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（２）約束の禁反言（Promissory Estoppel） 

 被告は、標準規格利用者に対して、SEPを FRAND条件でライセンスすると約束した。Continental

は、被告の約束に依存して製品及びサービスを開発し販売した結果、損害を受けている。被告の

FRAND義務違反は、被告の約束の禁反言を構成する。 

 

（３）宣言的判決（Declaratory Judgement） 

 「標準規格利用者が FRAND 条件にて SEP のライセンスを受ける権利を有するかどうか」、「SEP

のライセンスのための FRAND条件とは何か」について、被告と Continentalとの間に司法上の差し

迫った紛争があり、宣言的判決を出すのに足る即時性と現実性とがある。 

 

（４）シャーマン法第１条違反－不当に取引を制限する協調行為（Concerted Action Unreasonably 

Restraining Trade） 

 被告とその共謀者との間には、部品サプライヤに対して FRAND 条件で直接にライセンスせず、

OEM に対して FRAND 条件を超える超競争的価格でライセンスを取得する等の契約、謀議がある。

OEMへの特許補償によって Continentalに損害が生じる可能性がある。 

 

（５）シャーマン法第２条違反－違法な独占行為（Unlawful Monopolization） 

 被告は、SSOに対して、自社技術が標準規格に採用された場合、標準規格利用者に対して FRAND

条件で SEP をライセンスするとの偽りの表明をし、当該技術が標準規格に組み込まれて独占力を得

た後、OEM からより高いロイヤルティを引き出すために、Continental 等の部品サプライヤからに

直接にライセンスすることを拒否している。 

 

（６）シャーマン法第２条違反－独占のための謀議（Conspiracy to Monopolize） 

 被告とその共謀者は、OEMにのみ非FRAND条件でSEPを共同でライセンスさせるためにAvanci

の設立を共謀した。被告は、標準規格利用者とのライセンス交渉で圧力をかけるための道具として

Avanciを使用することに合意している。 

 

（７）カリフォルニア州不正競争防止法違反 

 被告は、シャーマン法第１条及び第２条、連邦取引委員会法第５条、及び一般法に違反しており、

California Business and Professions Code Section 17200（UCL）における不正競争を行った。 

 

８．テキサス北部地区連邦地裁の判決 

（１）米国憲法第３条における立場及び熟達性 

①原告の適格性が必要5であり、このためには以下が必要とされる6。 

・事実上の損害 

 
5 Spokeo, Inc. v. Robins, 136 S. Ct. 1540, 1547 (2016), as revised (May 24, 2016) 
6 Soniat v. Texas Real Estate Comm’n, 721 F. App’x 398, 399 (5th Cir. 2018) 
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・損害と訴えられた行為との間の十分な因果関係 

・有利な判決によって損害が救済される可能性 

②訴訟の熟達性が必要である7。 

・訴訟が熟していることが要求される。 

・さらなる事実の進展が必要な場合は、裁判は熟していない。 

・主張された損害が、予想どおりに発生しないか、あるいは全く発生しない可能性がある、将来の

自称に偶発的である場合は、熟しているとは言えない。 

③原告は、OEM が原告に特許補償を求める可能性がある等、被告の行為によって損害を受ける可能

性を主張しているのであって、これは実際の損害や差し迫った損害ではない。 

 しかしながら、原告は、被告から FRAND条件で TCUに必要な SEPのライセンスを取得できない

という主張に基づいて、十分な損害を主張している。原告が権利を有する財産をが否定されることは、

事実上の損害をもたらす。 

④原告は、事実上の損害を生じさせる差し迫った実際の損害を主張しているので、第３条の立場及び

熟達性の欠如を理由とした訴え却下に係る被告の申立ては却下される。 

 

（２）反トラスト法違反に係る請求について 

（２－１）反トラスト法上の原告適格性 

反トラスト法違反を主張するためには、以下を主張する必要がある。 

①被告の行為によって近接的に引き起こされた原告の損害 

②反トラスト法上の損害 

③他の当事者が訴訟を起こすのに良い状況にないこと 

 

 上記①について、原告の損害は FRAND条件でライセンスできなくなることが含まれており、この

損害は、被告の行為によって直接に引き起こされるものであり、近接因果関係の要件を満たしている。 

 上記②について、OEM が非 FRAND 条件でロイヤルティを支払う限り、この価格上昇は OEMに

対する反トラスト法上の損害を構成する可能性がある。しかしながら、原告はそれらの価格上昇が原

告に転嫁されることを十分に主張していない。下流側のOEMに向けられたとされる反競争的行為は、

原告のような上流側のサプライヤに反トラスト法上の損害を生じさせるものではない。したがって、

原告は反トラスト法上の損害を被ったことを主張していない。 

 上記③について、原告の潜在的は反トラスト法上の損害と、被告の申し立てられた違法行為との間

の関係は「推測的」で「抽象的」な因果関係の連鎖を提示している。主張されている反トラスト法違

反は、非 FRAND 条件で SEP のライセンス取得を強制されているとされる OEM に直接に生じる。

したがって、原告は反トラスト法に係る訴訟を提起するのに最適ではない。 

 

 したがって、上記②，③の欠如に基づいて、原告の反トラスト法に係る訴訟の棄却を求める被告の

申立ては認められる。 

 

 
7 Lower Colo. River Auth. v. Papalote Creek II, L.L.C., 858 F.3d 916, 922 (5th Cir. 2017) 
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（２－２）シャーマン法第１条 

 原告が反トラスト法上の立場を有するとしても、原告は、シャーマン法第１条に基づく違法な取引

制限を主張していない。 

 Avanciの契約では、SEP所有者が SEPを独自にライセンスすることを認めており、特定のライセ

ンサーが個別の SEPのライセンス要求に応えている。原告は、原告の主張は、せいぜい並行行為と強

調行為の可能性を主張しているに過ぎず、取引を制限する違法な合意の主張を述べるには不十分であ

る。 

 

 したがって、シャーマン法第１条違反に関する原告の請求を、棄却するための被告の申立ては承認

される。 

 

（２－３）シャーマン法第２条 

 原告が反トラスト法上の立場を有するとしても、原告は、シャーマン法第２条に基づく違法な独占

や独占のための共謀を主張していない。 

①違法な独占 

 独占力の保有は、反競争的行為の要素を伴わない限り、違法とは認められない。特許権者は、特許

の実施権を合法的に独占しており、標準規格に含まれることによって追加の独占力を得る。独占が違

法であると判断されるには、独占力が違法な反競争的行為を伴う必要がある。SEPホルダーがFRAND

義務に違反することは、反競争的ではない。合法的な独占者の独占価格の請求は、自由市場システム

の重要な要素である。特許権者は、反トラスト法に違反することなく、特許の価値を最大化するため

に価格差別を行うことができる。 

当裁判所は、被告によるサプライヤに対する差別に対する原告の主張は、シャーマン法第２条違反を

示していないと判断する。 

②独占のための共謀 

 欺瞞的行為は、独占の主張を形成するために反競争的な効果を持たなければならない。単に高い価

格を得るための欺瞞の使用は、通常、ライバルを排除し、その結果、競争を衰退させるような特別な

傾向はない。そのような欺瞞によって、被告の競合他社が標準規格に含まれないようにしたとしても、

そのような競合他社の損害は、競争プロセスに対する損害ではなく反競争的とは言えない。 

 SSO と FRAND 義務に関する被告の行為は、そのような行為が競争仮定に害を与えないため、反

競争的ではないことを考えると、その行為に従事するいかなる合意も独占するための共謀を構成しな

い。 

 

 したがって、シャーマン法第２条違反に係る共謀を主張する原告の請求を、棄却するための被告の

申立ては承認される。 

 

（３）反トラスト法以外に係る請求について 

（３－１）宣言的判決の請求について 

 宣言的判決は、裁判所の管轄範囲を拡大するものではなく、その代わりに可能な救済手段を拡大す
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るものである。連邦問題に掛かる管轄権は、宣言的判決を受けた被告が提起しえる「権利行使のため

の強制的な訴訟」が「必然的に連邦問題を提起することになる」場合に存在する。 

 FRAND に係るライセンスに関する紛争の解決を求める宣言的判決は、特許侵害に関する連邦問題

を提起する可能性がある。しかし、原告は、被告が原告を SEPの侵害者とみなしていることを示唆す

る事実を何ら主張していない。むしろ、この紛争は、被告の契約上の FRAND義務に関するものであ

り、連邦問題を提起するものではない。 

 

 したがって、裁判所は、原告の宣言的判決の請求に対する事物管轄権を有していない。 

 

（３－２）契約、約束の禁反言、不正競争行為に係る請求について 

 裁判所は、原告の契約、約束の禁反言、UCLの請求に対する連邦問題の管轄権を有していない。 

 

９．争点 

・Continentalは、合衆国憲法第３条における原告適格性を有するか否か？ 

・Continentalの反トラスト法上の主張は、認められるか否か？ 

 

１０．第５巡回区控訴裁判所の判決（第１回目）判事：Stewart，Ho，Engelhardt 

（１）判決 

 地裁判決を破棄し、事物管轄が無いことを理由に破棄するよう指示を付して差し戻す。 

※合衆国憲法第３条に基づく原告適格性なし 

 

（２）合衆国憲法第３条における原告適格性について 

 Continentalは、事実上の損害に関する２つの理論を主張している。しかしながら、サプライヤが

反トラスト法上の立場を有していること、あるいは反トラスト法違反に起因する損害を被ったことの

どちらも、合衆国第３条における原告適格性を有していることを証明するには不十分である。 

 

A. 補償義務について 

 事実上の損害に関する第１の理論について、原告の主張は、「被告が OEM との間で非 FRAND 条

件でライセンス契約に成功した場合に、これらのライセンスに係るロイヤルティは補償契約によって

Continentalに転嫁される可能性がある」である。 

 これは「二重に推測的」である。OEM が、①最初に非 FRAND 条件でライセンスを受け入れ、②

OEMが Continentalに対して補償権を行使して、初めて Continentalに損害が及ぶ。訴状では、上

記①，②は立証されていない。Continental の主張は「第三者（少なくとも OEM）による幾層もの

決定に依存する」ため、合衆国憲法第３条における原告適格性を与えるには、あまりにも憶測に基づ

いたものである。 

 

B. ライセンス拒否について 

 事実上の損害に関する第２の理論について、原告の主張は、「被告が FRAND 条件でのライセンス

供与を Continentalに提供することを拒否したこと」である。 
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①他の巡回控訴際が判断するように、標準適合品を製造する者は、SSO と SEP 所有者との間の

FRAND契約に基づく第３受益者になり得る。例えば、Microsoft Corp. v. Motorola, Inc., 696 F.3d 

872, 884（9th Cir. 2012）8において、Microsoftは、Motorolaが SSOに行った FRANDコミット

メントの第三受益者である。Microsoft は、Microsoft 自身が Motorola と FRAND 契約を交渉した

SSOのメンバであった。 

また、Broadcom Corp. v. Qualcomm Inc., 501 F.3d 297, 304, 313-14（3rd Cir. 2007）9にお

いて、Broadcom は、Qualcomm が SSO に行った FRAND コミットメントの第三受益者である）。

Broadcom は、SEP ホルダーである Qualcomm の直接の競合企業であり、その営業活動には SEP

のライセンスが必要であった。 

 しかしながら、Continentalは、Microsoftや Broadcomと同じような立場にない。Continental

は、関連する SSOのメンバであることを主張しておらず、営業するために被告から SEPのライセン

スを必要としないことである。被告は、Continentalの製品を組み込んでいる OEMにライセンス供

与しているのである。Continental は、FRAND 条件でのライセンスを契約上受けることができる受

益者ではなく、付随的な受益者として SEPホルダーと SSOとの間の FRAND契約を執行する権利も

ない。 

②Continental が FRAND 契約に基づく権利を有していたとしても、SEP ホルダーは Continental

に関する SSO の義務を果たしているため、当該契約に違反したことにはならない。サプライヤは、

被告が「OEM に対して積極的に SEP をライセンスしている」ことを認めており、これは、彼らが

FRAND条件で Continentalに対して SEPをライセンスしていることを意味している。Continental

は、事業を運営するために個別にライセンスを所有する必要がないため、権利を有する財産を否定さ

れたことにはならない。すなわち、「原告が権利を有する財産の否定」がないので、Continentalは事

実上の損害を被っていないことになる。 

③Continental の訴状によれば、被告が Continental を SEP の侵害で訴えた又は訴えると脅したと

の主張は見当たらない。被告が OEMを侵害で訴え、又は脅して非 FRAND条件でライセンスを受け

れるよう要求しているのであれば、OEM は事実上の損害を立証できる可能性がある。また、被告が

FRAND契約に違反し、非 FRAND条件でロイヤルティを請求した場合、SSOは事実上の損害を立証

できる可能性がある。しかしながら、OEMおよび SSOは本件の原告ではない。 

 

 結論として、Continentalが請求を行うための合衆国憲法第３条における原告適格性を有している

との地裁の判断は、誤りである。本裁判所は、事物管轄権を有していないので、反トラスト法上の原

告適格性及び本件に関する当事者の議論には触れない。 

 Continentalが合衆国第３条における原告適格性を有していないことを理由に訴えを却下するよう、

地裁に差し戻す。 

 

１１．第５巡回区控訴裁判所の判決（再審理）判事：Stewart，Ho，Engelhardt 

 
8 Microsoft Corp. v. Motorola, Inc., 696 F.3d 872, 884 (9th Cir. 2012) 
9 Broadcom Corp. v. Qualcomm Inc., 501 F.3d 297, 304, 313–14 (3d Cir. 2007) 
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 Continentalが、シャーマン法第１条および第２条に係る請求を述べなかったという地裁の判決を

支持する。 

 

１２．各判決まとめ 

（１）合衆国憲法第３条における原告適格性 

 地裁 控訴審 再審理 

損害に係る第１の理論 × × ？ 

損害に係る第２の理論 〇 × 〇 

 

（２）反トラスト法上の請求について 

 地裁 控訴審 再審理 

請求の適格性 × － ？ 

反トラスト法第１条違反について 

（不当に取引を制限する協調行為） 
（×） － × 

反トラスト法第２条違反について 

（違法な独占行為） 
（×） － × 

反トラスト法第２条違反について 

（独占のための謀議） 
（×） － × 

 

１３．所感 

・今回は自動車に使用される部品についての判断であるが、今後他の製品についても同様に部品サプ

ライヤではなく完成品メーカに対してライセンスする流れになるのか注目される。 

 

・SEPを利用する部品については、部品サプライヤはライセンスの取得及び特許補償の扱いを OEM

と協議することが必要になると思われる。 

 

・今回は、部品サプライヤに実際の損害が生じていないことを理由に訴えが部品サプライヤを原告と

する訴えが却下された。例えば、OEM が原告となって、部品メーカがライセンスを受ける場合に比

してロイヤルティ額が高額になることを実際の損害として再度争う余地があると考える。 

以上 


